
「原発はいらない 20の理由」レジュメ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鈴木　耕

１．地域社会の崩壊

原発はなぜ過疎地にばかり建設されるのか。それが原発建設の最大の問題。

原発立地に選ばれた地区はすべて過疎地で、ほとんどが財政難に苦しんで

いる。しかも、反対者の数が圧倒的に少ない。原発の安全性を、電力会社

は繰り返し宣伝する。地域ボスはほとんどが土木建築業者やそれに連なる

人物で、地方議会の議員もその系列が多い。そこへ原発建設の誘惑。反対

者は孤立し、賛成反対両派は、親族であっても敵対、道ですれ違っても挨

拶も交わさないような状況が生まれる。過疎地であるからこそ、寄り添っ

て生きてきた地域が、分断され崩壊して行く。

２．原発マネーという麻薬

農業者は原発用地として土地を売る。原発は大量の冷却水を必要とするた

め、日本の場合、すべてが海岸沿い建設される。そこで、漁業者たちは漁

業権を電力会社に売り渡す。かくして原発用地は確保される。

（一人で大間原発建設に反対している「あさこはうす」小笠原厚子さんの

例もある。〒 039 － 4601　青森県下北郡大間町字小奥戸 396 　あさこはう

す　小笠原厚子さん宛に手紙を出そう）。

　この電力会社がばら撒くカネは「電源３法交付金」と呼ばれる。①電源

開発促進税法、②特別会計に関する法律（旧電源開発促進対策特別会計

法）、③発電用施設周辺地域整備法という３つの法律。

では、原発から転がり込む金額はどれほどか。 2011年度の青森県の例。六

ヶ所村＝約 24億円（村の当初予算 130 億円の 18.5 ％）、東通村＝約 55億円

（同 120 億円の 45.8 ％）。さらに、青森県への交付金は同年度約 40億円、

使用済み核燃料搬入にかかる「核燃料税」＝ 156 億円（県税の約 13％）。

その上、青森市や弘前市など原発や再処理工場から遠く離れた県内 25市町

村へも、電気事業連合会から 4 千万円ずつ、計 10億円の寄付がなされる予

定だった。

こんな財政が、地方自治体の金銭感覚を狂わせていく。

３．人々を疲弊させる原発

　大金が転がり込んだ自治体は舞い上がる。地域を牛耳るのは建設関係の

ボスがほとんど。どのため、転がり込んだ原発マネーは主に建設関連へつ

ぎ込まれる。それまで過疎地だった原発立地自治体に、まるで似つかわし



くないリッパなハコモノ（市民会館、温水プール、多目的ホール、市役所

など）が林立する。原発マネーのばら撒き機関としては「電源立地促進対

策交付金」というカネをばら撒く「電源地域振興センター」

（ http://www2.dengen.or.jp/）という財団法人が有名。これが先ほど説明した

「電源３法交付金」からの資金を潤沢に使って、原発立地自治体へ金を落

す仕組み。むろん、理事は天下り。しかし建設費は賄えるが、その維持費

は出ない。たとえば、がら空きのコンサートホールや温水プールなどは、

思いがけないほどの維持費がかかる。元のささやかな予算には戻れないの

で、地元住民の負担は逆に増大することになる。このため、原発建設から

数十年の年数が経てば、自治体財政は危機に陥る。今回の福島第一原発の

ある双葉町などは、そのため財政再建団体（北海道夕張市）の一歩手前ま

でいっていた。

４．日本の原発事故は連鎖する

　財政破綻した原発立地自治体はどうするか。新たな原発の増設を要求す

る。夢よ、もう一度。福島でも事故前には、地元議会が「さらに 2 基の原

発増設願い」を電力会社に出していた事実がある。電力会社にはありがた

い申し出。新たな原発立地点を探さなくてもいい。

原発は「迷惑施設」といわれる。新しい立地自治体を選定するのは電力会

社にとっては至難の業。すでに 54基も乱立させた日本の海岸線は、もう新

原発建設の余地はほとんどない。同じ地域にたくさんの原発を造るほうが

電力会社にとってはラク。すでに原発があることから反対運動もほとんど

ない。そこで、同じ地域に原発が林立する。福島では第一、第二あわせて

10基、新潟の柏崎刈羽には７基、原発銀座といわれる福井県には「もんじ

ゅ」も含めて 14基もの原発が建ち並ぶ。地震や津波はある原発のみを選ん

で襲わない。同じ地域にある原発は、同じような被害を受ける。今回の福

島がいい例。今回は４基が同時に事故を起こした。これは極めて日本的な

例。スリーマイル島原発（ 1979年）やチェルノブイリ原発事故（ 1986年）

と比較すればよく分かる。

５．原発と地震

　東電はどうしても「事故は想定外の大津波によるもの」にしたい。地震

の揺れそのものによって原子炉が破壊された、ということになれば、他の

日本中の原発に影響が出るからだ。耐震設計を根本からやり直す必要が出

てくる。そうなれば、現状のままでは運転できない。耐震工事をやり直さ



なければならなくなる。他の電力会社にとっても莫大な負担になる。そこ

で、どうあっても大津波のせいであり地震には耐えた、というしかない。

しかし、地震説はたくさんある。すでに雑誌『世界』（ 11年５月号）とい

う初期の段階で、元原子炉設計者で科学ライターの田中三彦さんは指摘し

ていた。また同時期（ 11年 5 月 24日付）の東京新聞も「津波到達の 30分前

に 1 号機の純水タンクフランジ部からの漏洩確認」という記述が東電公表

データに含まれていたと指摘している。

６．電力会社の隠蔽と虚言体質

　とにかく、日本の原発ほど情報隠蔽と虚偽にまみれたものはない。徹底

的にウソをつき、重要な情報を隠す。あまりに例がありすぎて、それだけ

でいくらでも本が書けそう。最近相次いで出版された『福島原発独立検証

委員会　調査・検証報告書』（日本再建イニシアティブ、ディスカヴァー、

1500円＋税）、『国会事故調報告書』（東京電力福島原子力発電所事故調

査委員会、徳間書店、 1600円＋税）、それに政府事故調報告書などを読め

ば、この事故がいかに虚偽と隠蔽で塗りつぶされていたかがよく分かる。

　事故以前にも、電力会社の情報隠しや虚偽説明などは指摘されていた。

中でも最も有名なのが、 2002年に発覚した東電の事故隠し。東電の 13基の

点検作業を行ったアメリカの GE 社員の技術者の内部告発で明るみに出た。

ひび割れの数、レンチの原子炉内への置き忘れ、違法の水中溶接など、 29
件もの不正な記録改竄、疑惑が発覚。ついに、当時の南直哉社長ら幹部 5
人が辞任に追い込まれた。

７．原発停止で電力不足は起きない

　この事故隠しの翌年 2003年には、この事故隠しの影響で東電管内のすべ

ての原発は停止した。だが、この夏には電力不足も停電も起こらなかった

という事実がある。昨年 2011年の計画停電や、この夏の猛烈な電力不足キ

ャンペーンなどは、すでにこの 2003年の例で破綻していた。

　また 2007年には、新潟県中越沖地震によって柏崎刈羽原発 7 基が深刻な

損傷を受け全原発が停止。だがこのときも電力不足は起きていない。

　この夏の「電力不足キャンペーン」は異常だった。原発依存率が高い関

西電力などは、最初 15％の不足が見込まれるとしていた。だが事前予測が

3015万ｋＷだったにもかかわらず、実際の最大消費電力は 2681万ｋＷ。実

に 11.1 ％も予測を下回った。他の電力会社も同じ。政府が「最低限必要の

目安」としていた３％の余剰電力を大幅に上回った。



北海道電力－ 7.4 ％　　東北電力－ 5.2 ％　　東京電力－ 8.0 ％　　　

中部電力－ 6.4 ％　　　関西電力－ 11.1 ％　　北陸電力－ 5.7 ％

中国電力－ 8.2 ％　　　四国電力－ 10.1 ％　　九州電力－ 6.9 ％

　これらの数字は電力会社が、①需要を極めて過大に予測、②節電の実績

を昨年よりも大幅に低く見積もった、③各企業の自家発電能力をほとんど

計算に入れなかった、ことなどがあげられる。

　仮に大飯原発が稼働していなかったとしても、関電の最大消費電力は８

月３日だったが、その日でも余力は 2.7 ％あった。この程度なら他社から

の融通電力でしのげたはずだし、何よりもこの日に数基の火力発電所が停

止していた事実もある。

８．電力供給と需要のまやかし

　では、実際の日本の電力事情はどうなっているか。全電力会社 10社（そ

のうち沖縄電力だけは原発を持っていない）と、電源開発（Ｊパワー、建

設再開を強引に決めた大間原発の経営会社）のＨＰを当たってみる。

　日本の全電力会社の総発電量は（供給可能量）は約 2 億 2610万ｋＷ、そ

のうち原子力は約 5048万ｋＷ（ 2010年資料）。単純な計算では、原子力が

総発電量に占める割合は 22.3 ％にしかならない。だが我々はずっと、日本

の原発発電量は 30％以上、と聞かされてきた。確かに、実際の電力供給量

は 30％以上だったが、ここにカラクリ。

　原発は一度稼働したら簡単には止められない。原発を優先して稼働させ

るために、他の火力や水力を止めていたということ。

　少し古いが、資源エネルギー庁が 2004年に発表した数字も、同じ傾向を

示している。

発電設備容量（供給可能量）水力 19.1 ％、火力 61.1 ％、原子力 19.8 ％

発電電力量（実際の供給量）水力 10.0 ％、火力 60.4 ％、原子力 29.1 ％

（ただし、新エネルギーは 0.5 ％）

　つまり、供給能力が 20％ほどの原子力が実際の供給量では 30％ほどにな

っている。他の発電所を休ませて原発の稼働率を高めている。原発を主力

と見せたいために、他の発電を抑えているということ。

９．多重防護思想というウソ

　かつてチェルノブイリ原発事故が起きたとき、日本の原発学者や文化人

と称する人たちは口を揃えて「あれはソ連だから起きたこと。日本の技術

ではあんな事故は絶対に起きない」と述べ立てた。



　「チェルノブイリ型は黒鉛原則沸騰軽水圧力型原子炉（通称・黒鉛型）

と呼ばれるもので、原子炉の圧力容器がない。したがって事故時には原子

炉破壊の可能性が高いが、日本のものはすべて圧力容器とその外側の格納

容器が分厚い鋼鉄製であり、原子炉破壊など絶対にありえない」。それら

を含めて、原発学者や電力会社は「多重防護思想」ということを盛んに宣

伝してきた。それは以下のようなもの。

1 ペレット

2 ペレットを密封した燃料棒（被覆管）

3 原子炉圧力容器

4 圧力容器を覆う原子炉格納容器

5 いちばん外側の建物（建屋）の壁

これらを「５重の壁」と呼び、世界に誇れる日本の最先端技術で多重防護

されているから絶対安全だとしてきた。その結果が福島事故だった。

１０．放出された放射性物質

　福島事故原発からどれほどの放射性物質が放出されたかは、今でも正確

には分かっていない。東電や保安院が出す情報が信頼性に欠けるからだ。

11年 3 月に保安院が発表したのは、 37万テラベクレル（テラは 1 兆倍）。

しかし 3 ヵ月後の 6 月には、実は 85万テラベクレルだったと訂正。ほかに、

東電発表では 77万テラベクレルという数字もある。結局、どこも本当の数

字を把握できていない。一説ではチェルノブイリを超えるとの数字もある。

ただ、チェルノブイリと大きく違うのは、福島の場合、今も事故が進行中

ということ。（野田首相が 11年暮れに出した「収束宣言」は「冷温停止状

態」などというデタラメな用語でごまかしたもの）。

　チェルノブイリ事故で放出とされた放射性物質は広島原爆の約 400 倍だ

とＩＡＥＡ（国際原子力機関）は発表。「チェルノブイリ事故では大した

数の死者は出なかった」という勝間和代氏のような発言もあったし、政府

が行った「 2030年における原発比率に関する意見聴取会」で、関西電力社

員も同じことを発言し、国民の怒りを買ったことは記憶に新しい。

　旧ソ連政府発表ではチェルノブイリ事故での直接死亡者数は 33人。だが

事故処理にあたった軍人や消防士、労働者などにその後、多くの死者が出

たことは隠しようがない。

１１．内部被曝の恐怖

　事故後しばらくして、 4 年後あたりから癌や白血病、さらに内臓疾患、



心臓病などが多発し始めたことはさまざまな報告がある。特に、小児甲状

腺癌は 4000人以上が発症したと言われている。その数は、事故後 25年以上

経った現在でも増え続けているという。まとめると以下のようになる。

◎ 1 万 6 千人＝国際癌研究機関（ＩＡＲＣ）

◎ 4 万人超＝ヴァシリー・レガノフ氏（ソ連の事故処理責任者）

◎被曝者数 300 万人＝ウクライナ保健省発表（ 04年）

◎被曝者数（ロシア国内のみ） 145 万人＝ロシア保健社会発展相

まだたくさんの報告があるが、これらの被曝者の中からどれだけの癌患者

や死者がでたか、さらに他の疾病との因果関係も確定できていない。ただ

し、確定できないからといって無関係であるはずがない。実際に、特定地

域で特定の疾病が多発しているとすれば、関係付けて考えるほうが当たり

前だ。

福島の場合、 18歳以下の児童生徒は全員（約 36万人）が甲状腺検査を受け

ることになっているが、 2011年段階で検査を終えた 3 万 8114人の結果は以

下の通り。

1 結節やのう胞が認められなかった人＝ 24,468 人（ 64.2 ％）

2 5.0 ミリ以下の結節やのう胞があった人＝ 13,460 人（ 35.3 ％）

3 5.1 ミリ以上の結節やのう胞があった人＝ 186 人（ 0.5 ％）

さらに、 2012年の 42,000 人の検査結果は以下の通り。

1 結節やのう胞が認められなかった人＝ 23,702 人（ 56.3 ％）

2 5.0 ミリ以下の結節やのう胞があった人＝ 18,119 人（ 43.1 ％）

3 5.1 ミリ以上の結節やのう胞があった人＝ 239 人（ 0.6 ％）

　これらの結果から、二次検査が必要なのは、 11年は 186 人

（ 0.5 ％）、 12年は 239 人（ 0.6 ％）。のう胞があった人の数は明らかに

増えている。それでも、小さければ二次検査は必要ないという。

　日本の原発周辺では、事故がなくても放射能の影響ではないかとみられ

るある疑惑があった。（参照・『敦賀湾原発銀座「悪性リンパ腫」多発地

帯の恐怖』明石昇二郎著、宝島文庫）。

１２．被曝調査の疑惑

　この被曝調査を主導しているのは、山下俊一福島県立医大副学長で、福

島県放射線健康リスク管理アドバイザーなる肩書きを持つ人物。彼が「放

射能の影響はニコニコ笑っている人には来ない。くよくよしている人に来

る」「 100 ミリシーベルト以下であれば発癌リスクはない」などと福島県



中を講演して歩いたことで有名。実は、この人物にはある背景がある。

　かつて ABCC （原爆症外調査委員会＝ Atomic Bomb Casualty Commission ）
という組織があった。これは、原爆障害の実態調査のために日本への原爆

投下後の 1946年にアメリカが設置した機関。だが ABCC は「調査」はした

が「治療」は一切行わなかった。 1948年、日本の厚生省国立予防衛生研究

所（予研）が正式にここへ参加。データ収拾に携わった。 1975年、 ABCC
と予研は正式に合併、日米共同出資で財団法人放射線影響研究所（放影

研）として再発足。

　この放影研の理事長を務めた人物に、重松逸造（ 1917～ 2012）という学

者がいた。日本の放射線医学の第一人者と呼ばれ、絶大な力を持っていた。

彼は IAEA （国際原子力機関）のチェルノブイリ事故国際諮問委員会の委

員長として現地調査を行った。その委員会が 1991年に「汚染地帯の住民に

は、放射線による顕著な健康被害は認められない。むしろ精神的ストレス

による影響（ラジオフォビア）のほうが大きい」という恐るべき報告書を

提出。一部の真摯な研究者からは猛烈な反発を浴びた。

　重松氏の跡を継いで放影研理事長に就任したのが長瀧重信長崎大学名誉

教授（ 1932～）。つまり重松氏の弟子筋。さらに、長瀧氏の長崎大での教

え子が山下俊一氏と、山下氏とともに福島県で「 100 ミリシーベルト以下

は安全講演」をして回った高村昇長崎大教授。

　 ABCC→ 放影研→重松逸造（ IAEA ）→長瀧重信→山下俊一、という流

れがある。彼らの発言を見ていくと、まったく同じ発想であることが分か

る。すなわち、放射線の影響をあくまで最小に抑え、ストレス等のせいに

するという形。また、福島県でのデータ収拾も、 ABCC が行った「治療よ

りも調査」という姿に重なる。

１３．「除染」ではなく「移染」

　震災復興予算が、たとえば反捕鯨団体への対策、官公庁のビル改修費、

なぜか沖縄の道路建設などに使われている、という呆れた実態が明らかに

なりつつある。この復興予算の中でも大きな部分を占めるのが「除染」で

ある。だが、実は「除染は不可能」という専門家のほうが圧倒的に多い。

除染によって出た核汚染物質をどこへ捨てるのか、まるで決まっていない。

これは「除染」ではなく、単に汚染を他へ移す「移染」である。

　現在、除染が行われているのは学校や通学路が主。しかし、子どもたち

は学校と家庭の往復だけで暮していけるだろうか。

　しかも「除染事業」を受け持っているのが、実は日本原子力研究開発機



構という「もんじゅ」の運営主体で、その理事長は元原子力安全委員会委

員長の鈴木篤之氏。ズブズブの原子力ムラのたらい回し、予算のつまみ食

いである。

１４．活断層上の原発

　日本の原発はほとんどが活断層上にあるといっていい。東電はそれまで

絶対に認めてこなかった福島第一、第二原発近辺の双葉断層を再調査する

と発表。 11年 6 月段階でさえ再調査が必要なのは、東北電力女川原発 30ヵ
所、福島第一、第二 11ヵ所、中部電力浜岡原発 6 ヵ所、北陸電力志賀原発

27ヵ所、中国電力島根原発 14ヵ所などとなっている。

その後も、活断層評価は新しい知見をもとに増え続けている。特に再稼動

してしまった大飯原発や、強引に建設再開に踏み切った大間原発などの下

の活断層に関しては、渡辺満久東洋大教授が詳しくその危険性を指摘して

いるし、石橋克彦神戸大名誉教授や中田高広島大名誉教授などの研究でも、

島根原発の活断層の指摘などがある。

日本はすでに、地震の活動期に入っているとも言われるが、それを無視し

ての原発再稼動や建設再開など許されるべきではない。

１５．原発規制機関の危うさ

　日本にはこれまで、多くの原子力に関する機関や委員会があった。まず、

原子力委員会（近藤駿介委員長）。ここは国の原子力大綱を決める重要な

機関だったが、「国の政策が 30年代に脱原発という方針なので、大綱は新

たな規制委員会が決めること」として、今年に改定される（ 5 年ごとに改

定）はずだった大綱を投げ出してしまった。責任転嫁。

　原子力安全委員会は、班目春樹委員長のでたらめさが際立った。原発の

安全を確保・確認する組織のはずだったが、ほとんど機能せず。さらに、

直接規制の最前線であるべき原子力安全・保安院（事故時院長・寺坂信昭、

11年 8 月に深野弘行に交代）は、東電とともに情報隠蔽、虚偽情報の発表

などを繰り返した。寺坂院長は批判に対し「私は経済学部なので」という

言い訳で失笑を買う。

　原発推進機関は経産省資源エネルギー庁だったが、規制すべき保安院も

同じ経産省。しかも職員はふたつの組織間を流動していたという。

　この保安院がなくなり、政府から独立した機関として原子力規制委員会

（田中俊一委員長）が国会承認案件にもかかわらず、その手続きも経ずに

緊急事態だからという名目で、 9 月 19日に野田首相の強引な任命で発足。



5 人の委員は、田中俊一・前原子力委員会委員長代理、更田豊志・日本原

子力研究開発機構副部門長、中村佳代子・日本アイソトープ協会主査

（注・放射性同位元素を扱う社団法人）、島崎邦彦・地震予知連絡会会長、

大島賢三・元国連大使。その肩書きから分かるように、少なくとも田中、

更田、中村の３氏は明らかな原子力ムラ住人。

ちなみに、米原子力規制委員会は約 4200人の職員を抱え独立性は高く、最

近では新委員長のアリソン・マクファーレン氏が「使用済み核燃料の処分

方法が確立されるまでは、新規原発建設を一切認めない」と発表して話題

になった。比較して、日本の規制委員会は職員数約 500 人で、そのうちの

大半は保安院からの横滑り組や原発メーカーからの出向。これできちんと

した規制が行われるとは思えない。

さらにこの委員会は、「しんぶん赤旗は政党機関誌であり政治からの独立

性がないから」と記者会見から排除。同時に、批判的なフリージャーナリ

ストも参加拒否。さすがに批判が強く、とりあえず排除は取り下げた。

　

１６．原発の電気料金は安価ではない

　「原発は他の発電に比べて安価」という原発推進論者の論拠はすでに崩

れ去った。今回の大事故の補償・賠償を考えただけでもそれは歴然。それ

はさておいても、原発立地自治体へばら撒かれ続けた膨大な原発マネー。

建設が決定してからほぼ 10年間に 300 ～ 500 億円のカネが自治体へ落ちる

が、これは建設費に含まれない。前述したように「電源三法」の魔術。廃

炉費用（ 100 万ｋＷ級で 2000億円ほどという研究者が多い）も、さらには

使用済み核廃棄物の処理費用も建設費に含まれないのだから、安くなるの

は当然。六ヶ所村の処理工場にはすでに 2 兆 2 千億円の金が投入されてい

るが、トラブル続きでまともに動いたことはなく、すでに 19回もの運転延

期を繰り返している。そこでまた 2000億円を投入予定という。さらに、高

速増殖炉「もんじゅ」の問題。これもナトリウム爆発やクレーンの原子炉

内への落下事故などで 14年間も運転できない状況が続いた。この高速増殖

炉は燃やした以上の燃料を生み出すことができるという触れ込みだったが、

原発大国フランスでさえ退却したほどの困難なもの（注・フェニックス計

画）。もんじゅは当初、 2010年運転開始を目指していたが、事故やトラブ

ルで延期を繰り返し、 2050年に常時運転を目指す、などと経営主体の原子

力研究開発機構は言い出している。これにも 2 兆円以上の金が投入されて

おり、今も毎日 5 千万円以上の金が維持費として使われている。これら究

極の金喰い虫に注がれた金も原発電気代には加算されていない。



１７．原発は「核抑止力」に使われる

　原発を運転すれば、必ずプルトニウムが生まれる。これは核兵器の材料

になるもの。日本には現在、約 40トンのプルトニウムがある（約 10トンは

日本の各原発に、あとは英仏の再処理工場に保管されている）。約 8 キロ

グラムで 1 発の水爆が造れるというから、 5000発分の核兵器の潜在能力が

あるということ。

　森本敏防衛相は「原発を保有しているということは、周りの国から見て

大きな抑止力を持っているということ」と述べている。つまり、核抑止力

として原発を捉えている。それはいずれ「核武装する」ということにつな

がる。しかも、 6 月 20日に成立した原子力基本法には、こっそりと「我が

国の安全保障に資する」との目的が追加されていた。これはどう読んでも、

核開発の目的を付加したものとしか思えない。政府が核兵器開発に道を開

き、防衛相がそれを認めるような発言をする。

　ほとんど極右ともいえる考えをぶち上げる安倍晋三氏が除民党総裁にな

った。もし次ぎの選挙で自民党が政権復帰でもしたら、日本は一挙に核武

装への道を進みかねない危険性がある。

１８．代替エネルギー

　原発推進論者が必ず言うセリフが「では原発なしでどうエネルギーを賄

うのか。江戸時代へ戻れというのか」。だが、代替エネルギーはたくさん

ある。環境省でさえ、 11年 4 月にはすでに「風力発電の潜在可能性は原発

40基分に相当」と発表しているし、太陽光発電はもちろん、火山国日本の

地熱発電は世界第 3 位の可能性。原発 20気分に相当するという。また最近

では秋田でシェールオイルの試掘に成功。ほかにも、小規模水力、潮流発

電、バイオマス発電など可能性はいくつもある。

　一例として世田谷区を見てみよう。保坂展人区長のもと、世田谷サービ

ス公社「せたがやソーラーさんさんプラン」を掲げ、太陽光パネルの大々

的な普及に乗り出している。メーカーと折衝、大量調達により安いパネル

を購入できるシステムを構築。これによれば、月々電気代 7000円程度の家

庭では 3660円程度に下がり、余剰電力の売電で毎月 9000円の収入が見込ま

れる。差し引き月々 1 万 2000円ほどが浮く。これで、パネル設置費が 10年
未満で償却できるという。現在は 1850ヵ所のパネル設置だが、これに一気

に千軒以上の家庭への普及が見込まれているという。このような自治体の

取り組みなども、再生可能エネルギーの普及に役立つだろう。

　ほかに、ガスコンバインドサイクルという発電システムや、まだ実用化



には至っていないが、日本近海に膨大に眠るという「メタンハイドレー

ド」なども注目に値する。

１９．諸外国の原発事情

　イタリアとドイツ、スイスなどでは、すでに完全「脱原発」が政策とし

て実現した。特にイタリアでの 11年 6 月の「脱原発国民投票」では脱原発

派が 94.5 ％という圧倒的な得票率で圧勝した。

　韓国では釜山近郊の古里原発がたびたび事故を起こし、住民の反原発運

動が盛り上がっている。 10月 2 日には新古里原発 1 号機で制御系統の故障

が発生、運転停止に追い込まれた。江原道知事選では「反原発」の野党候

補が当選。推進派の李明博大統領は追いつめられた。

　ブラジルでは新たに建設予定だった原発 4 基について、ロバン鉱業エネ

ルギー相が見直しを発表。インドネシアでも「原発はイスラムの教えに反

する」として、国内最大のイスラム組織ＮＵが反原発姿勢を鮮明にした。

アメリカでは 1979年のスリーマイル島原発事故以来、新規原発は 1 基も建

設されていない。アメリカの大手電力会社エクセロンは福島事故を受けて、

36億ドル（約 2500億円）の巨額な原発への投資を取り止め。さらに前述の

ように米原子力規制委員会が「使用済み核廃棄物の処理法が決まるまでは

新規原発は認めない」との通達を出し、原発依存度は下がりつつある。フ

ランス、ロシアは推進姿勢だが、フランスでは数十万規模の反原発デモが

起きるなど、気運は脱原発へ傾いている。

　むろん、中国を筆頭に東南アジア諸国やインドなどの原発建設意欲は衰

えていないが、日本からの原発輸出の問題と絡んで、注視していかなけれ

ばならない。

２０．神なき世界の原発 

　結論。原発は必ず事故を起こす。いつかまた、大地震がこの国を襲うの

が必然である以上に、原発事故は必ず起きる。なぜか。

　最近、相次いで出版された民間事故調『福島原発事故独立検証委員会 

調査・検証報告書』（ディスカヴァー、 1500円＋税）、国会事故調『国会

事故調 報告書』（徳間書店、 1600円＋税）など（ほかに政府事故調、東

電事故調などの報告書もあるが東電は論外）を読めば、この事故の大部分

が「人災」だったことが分かる。

　人災が大きかったということは、いかに精巧・精密・安全な原発を造っ

ても、それを動かすのが人間であれば、「安全」ということはありえない。



もし、完全無欠の神という存在があり、その神が「安全な原発」を運転す

るのであれば「原発の安全性」は保たれるかもしれない。だが、残念なが

ら神が人間に代わって原発を運転してくれるわけではない。

　失敗を犯すのが人間であれば、原発に限らず「事故」は必ず起きる。垂

直離着陸機オスプレイについて日本政府はアメリカ側の言うことを信じて

（信じたフリをして）「機体の安全性は確認済み」を繰り返す。だが何度

も墜落して、その度に「人為的操縦ミスであり、機体の安全性に問題はな

い」と繰り返す。それでも事故は多発している。機体の問題であろうが人

為ミスであろうが、事故に変わりはない。

　同じことは原発にも言える。しかも原発の場合、一度過酷事故が起きた

ら取り返しがつかない。福島ではいまだに、 16万人以上の人々が、故郷を

追われたまま。

　私はもはや、神を信じていない。「神なき世界」で、原発を動かすこと

には、絶対に同意できない。

　繰り返すが、人間が運転する以上、原発事故（他の機械も同じだが）は

必ずおきる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 2012年 10月作成）


